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Turkey is one of the most disaster prone counties in the world due to its tectonic, seismic, topographic and climate 
structure. Earthquake takes the first place when evaluated in terms of damaging extent even though other disasters such 
as floods, landslides, rockfalls, avalanches are common in Turkey On the other hand, there are a lot of the world 
heritage sites throughout the country. In order to cope with this situation, the Government of Turkey has been faced the 
need of preparing plan and countermeasures against disasters.  
The Ministry of Culture and Tourism in cooperation with Japan International Cooperation Agency, Turkey Office and 
JICA Alumini of Turkey held the seminar on “Protection of Cutural Heritage and Disasters” to share the knowledge of 
countermeasures agains disaasters used in Tuekry and Japan. 
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１．本報告の背景と目的 
 
トルコ国は、その地質構造、活断層状況、地勢、気象状況から、地震をはじめとする自然災害や炭鉱崩壊
に代表されるような人為災害が多発するような、世界有数の災害危険地の一つである。自然災害に限って、
1900年から2016年にかけてトルコ国で発生した災害種毎の被害をまとめると、表1に示す通りである。 
 
          表1．トルコ国における過去の自然災害による被災概要（1900-2016）1) 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
一方、トルコはアジアとヨーロッパを結ぶ十字路に位置し、古代からヒッタイト、フリュギア、リディア、
東ローマ帝国などの様々な民族や文明が発達し、これらの時代から残された古代遺産はトルコ国中に点在し、
これら文化遺産の保護にも力を入れています。 
国際連合教育科学文化機関（UNESCO）の世界遺産に登録されている歴史地区等は、文化遺産が13箇所、
災害種 発生件数 死者数 損失額（千 US$） 
地震 77  89,236  24,685,400  
洪水 45  1,408  2,195,500  
地すべり 10  293  26,000  
伝染病 8  613  0  
異常気象 7  100  1,000  
暴風雨 6  53  2,200  
森林火災 5  15  0  
雪崩 3  407  0  
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複合遺産2箇所の合計15箇所を数える（2015年末現在）。さらにトルコは文化的にも歴史的も稀有な国の一
つであり、上記世界資産に加えて、暫定リストにも60箇所が登録されており、今後、世界遺産大国として発
展していく可能性を秘めた国である。 
 
表2．トルコ国内の世界遺産･暫定リスト登録数 2) 
 
 
 
 
 
このような世界遺産大国でもあトルコには、世界中から人々が観光に訪れており、2014年には世界第6位
となる約4000万人もの外国人旅行者を受け入れている 3) 。 
しかしながら、古代から度重なる地震に見舞われ、廃墟となったり、遺跡が海の底に沈んでしまった文化
遺産も多い。 
観光立国を目指しているトルコにとって、世界遺産をはじめとする観光資源の保護･防災活動と共に観光
客に対する災害時の対応についても、今後の検討課題となっている。 
このような状況に鑑みて、トルコ国文化観光省文化財博物館総局は、国際協力機構トルコ事務所および国
際協力機構トルコ帰国研修員同窓会の協力を得て、トルコ国ではおそらく初めてとなる「文化財保護と災
害」と題したセミナーを2015年10月22日に首都アンカラの文化観光省内のセミナールームで開催した。 
筆者は3名の登壇者の一人として、日本における文化財保護の状況および博物館において事前に準備すべ
き防災計画等について説明する機会を得たので、ここに報告する。 
 
２．トルコ国における災害種 
 
表1に示したとおり、トルコ国では地震、洪水、地すべりという自然災害が多く発生しており、特に地震
災害については、全自然災害に対しては、発生件数で約48%、死者数では約96%、損失額でも92%弱を占め
ており、地震災害対策が急務となっている。1950年以降でも、地震災害によりおおよそ34,000人の死者を出
しているとの報告もある。過去60年の統計によると、災害による経済損失額は、トルコ国全体のGNPの3%
にも上るとの報告もあり、今後のトルコの経済発展には、行政および民間一体となった災害管理の向上が必
要不可欠である。それらの災害種の中でも、人的被害および経済損失の点からも、最も甚大なのは地震災害
であるため、トルコ国は地震災害に対する防災事業に力を注いでいる。トルコ国の地震の地震動の特徴につ
いて、以下に述べる。 
トルコ国の大部分を占めるアナトリア半島は、
北側のユーラシアプレート、南西側のアフリカプ
レート、それと南東側のアラビアプレートの境界
部に位置し、さらに、それらの間にはアナトリア
（マイクロ）プレートが存在しているといわれて
おり、非常に複雑な地殻様相を呈している。この
アナトリアプレートは3つのプレートがぶつかり合
う圧縮力により西へ移動しており、その北側の縁
が延長1200kmにもおよぶ北アナトリア断層であ
り、南側には東アナトリア断層が走っている。 
これらの活断層での歪が蓄積され、この歪が
支えきれなくなった時にトルコでは度々大地震が発生している。近年では、エルジンジャン地震（1939年、
M.7.8、死者32,962人）とコジャエリ地震（1999年、M7.4、死者17,127人）が、そのマグニチュードも死者数
も最大を示しており、いずれも北アナトリア断層の活動で発生したものである。 
1996年には旧公共事業･住宅省防災総局が地震危険度マップを公表し、トルコ国内を5段階の地震危険度に
分け、この危険度分布がトルコ国地震保険の保険料率の算定基準にもなっている（図3）。 
世界遺産 文化遺産 自然遺産 複合遺産 合計 
 13 0 2 15 
暫定リスト 文化遺産 自然遺産 複合遺産 合計 
 56 1 3 60 
図 1．トルコ国の活断層と移動方向４) 
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ちなみに保険料率は建物タイプ（3分類）と図3に示す地震強度（5分類）により算出されるようになって
おり、全部で15通りの料率が定められている。 
地震危険度マップによると、トルコ国土の70％が地震リスク地にあり、さらに経済活動の中心である工場
地帯の76％が危険度ゾーン1もしくは2で稼動している状況であり、地震対策が急務となっている。 
また1400万人が暮らすトルコの最大都市イスタンブールでは、「30年以内に70％の確率でM7.4程度の地震
がマルマラ海地方で発生する」とのトルコとドイツの地震学者の共同声明にもあるように、地震災害対策が
急務となっている。さらにイスタンブール歴史的建造物群はユネスコの世界遺産リスト（文化遺産）に登録
されるなど、文化遺産が集中している地域でもあり、予想される地震災害に対する準備が必要となっている。 
 
３．防災対応組織 
 
現在はトルコ国災害危機管理庁（AFAD）がトルコ国内の全ての防災管理を実施しており、2009年5月に
設立された（法律5902号：通称”AFAD設置法”）。AFAD設立以前は、中央政府レベルに以下の防災関連3機
関が並立していたが、組織的連携が十分とは言えなかった。 
① 首相府緊急事態総局：TEMAD（General Directorate of Turkish Emergency Management） 
1999年のコジャエリ地震後に、災害管理システムの改革が求められ、2000年に設立された。 
役割としては、緊急対応時における調整業務が与えられていた。 
② 公共事業･住宅省防災総局：GDDA (General Directorate of Disaster Affairs) 
1964年に設立され、地震、雪崩、土砂災害、鉄砲水の4つの自然災害に対する技術的サポートが主業
務であった。具体的には地震観測、建物の耐震基準整備、ハザードマップの作成、研究等を行って
いた。 
③ 内務省市民防衛総局：GDCD (General Directorate of Civil Defence) 
1968年に内務省の外局として設立され、戦争、火事、事故、災害時の捜索および救助を担当してい
た。 
この3機関を統合する形で首相府内にAFADが設立され、トルコ国の全ての防災行政の統括･調整を行って
いる。 
またトルコ国には81県の地方自治体があるが、それぞの県に中央AFAD直轄の県AFADが配置され、地方
自体における災害管理を司っている。 
 
４．防災関連法および防災計画 
 
(1) 防災関連法 
トルコ国において適用されている防災関連法は1959年施行の法律7269号（災害法：Measures and Assistance 
to be put into effect regarding natural disasters that affect the life of the population, and related regulations and 
図 2．北アナトリア断層の地震履歴 5) 
 
図 3．トルコ国地震危険度マップ 6) 
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guidelines）が出発点であり、その後に様々な法案が制定されてきた。特に重要なものとして、法律7126号
（市民防衛法：Civil Protection Law）、法律4123号（自然災害の救済実施法：Law on Executing Services 
relating to damage due to Natural Disasters）がある。 
法律5902号により2009年に設立されたAFADは、これらの防災関連3法を整理･統合し、日本の災害対策基
本法にあたる「災害対策および緊急対応法案：Draft Law on Disaster and Emergency Services」を策定中であり、
各分野で乱立していた災害対策を一本化しようとしているところである。 
 
(2) 防災計画 
上述の防災関連法に基づき、各種の防災関連計画が策定されることになっているが、図4に示すとおり、
中央政府レベルにおいても基本的な防災計画が準備されていない状況であり、早急な制定が必要とされてい
る。いわゆる災害マネジメントサイクルの「応急対応」のみが策定済みであるが、その他の「被害抑止」
「被害軽減」「復旧･復興」サイクルについては、まだこれから検討する段階である。 
地方自治体レベルにおいでも同じ状況であり、8県で「県対応計画」を策定しているに留まっており、今
後の展開が待たれている。 
これは多分に、AFADが元々災害後の捜索･救助を中心として活動してきた「市民防衛総局：GDCD」から
派生した組織であること、さらに歴史的･地理的状況から市民保護に優先順位がおかれているためと想像で
きる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．文化遺産保護･防災への取り組み 
 
(1) 第10次国家開発計画（2014－2019）における文化財保護 
第10次国家開発計画（2014－2019）では、それまでの国家開発計画では記載の無かった「災害管理」とい
う項目を作り、中央政府レベルにおける災害管理に向けた目標･方針を掲げている。 
さらに「文化･芸術」の項目では、具体的に文化遺産保護に力を入れる旨の記載が多く見られる。今後の
方針の一つとして、以下のような表現も見られ、地震災害に対する文化財保護と文化財観光を結びつけた政
策が進められるものと思われる。 
 歴史、文化、美学の意識を向上させ、文化観光に貢献し、さらに災害リスクを常に考慮するような
方法により、トルコ国内外の文化財遺産を保護する。 
 
(2) 国家地震戦略および行動計画（2012－2023）における文化財保護 
AFADが2012年に発表した地震に特化した行動計画である国家地震戦略および行動計画（2012－2023）に
おいても、文化観光省が中心となり文化財保護活動を実施すると共に、その進捗をAFADがモニタリングす
るという体制が整えられた。 
図 4．トルコ国の防災関連法と防災計画の現状 図 5．災害管理サイクル 
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この行動計画の中では、以下の3つの大目標が掲げられ、 
 地震研究 
 地震に安全な居住環境の提供と建設 
 地震軽減対応管理 
この2番目の大目標「地震に安全な居住環境の提供と建設」の中の具体的な戦略としてとして、以下のよ
うに歴史的建造物に対する地震対策の重要性を謳い、2017年末までに物理的な文化財保護と共に博物館展示
物の展示方法等の技術開発を終えることを行動計画の一つとしている。 
 歴史的建造物の地震に対する安全対策評価と強化策に関する技術的検討を進めるともに、その結果
を全国展開すること。 
 
６．「文化財保護と災害」セミナー 
 
トルコ国における文化財保護の責任機関である文化観光省内の文化財博物
館総局は、現在の文化財保護活動の現状を確認すると共に、外部に対して活
動状況を公開することを目的として、「文化財保護と災害」と題してセミナ
ーを開催した。 
 日時： 2015年10月22日（木） 16:00～18:00 
 場所： 文化観光省内セミナールーム（アンカラ） 
 登壇者： ①文化観光省 Mr. Fatih Meral 
② AFAD 長谷川庄司 
③ イスタンブール市役所 Mr. Alpaslan Hamdi Kuzucuoğlu 
 
 
トルコ人登壇者2名はいずれも、国際協力機構（JICA）研修員と
して日本での研修経験があり、日本とトルコそれぞれの文化財保
護の特徴について知識を有しており、日本の技術をどうやってト
ルコに活かせるかについて強調していた。 
 
(1) 文化観光省 Mr. Fatih Meral氏 
文化観光省文化財博物館総局に勤務する同氏は、「トルコにおける文化財保護活動の強化」と題して、ト
ルコ国内で採用されている建造物に対する耐震性能分析技術の紹介、トルコ各地の博物館や歴史的建造物に
おいて実際に採用されている耐震補強工法や補修技術に関する説明を行った。 
主に地震災害に対する構造的な文化財保護工法の説明がなされた。 
 
(2) AFAD 長谷川庄司 
トルコ国災害危機管理庁（AFAD）にJICAより災害リスク管理専門家として派遣されていた筆者が、「有
形文化遺産の保護のために、災害前中後で必要なものは？」と題して、日本の博物館等で採用されている災
害リスク管理や防災計画について説明した。 
建造物に対する補強や耐震工法についてはトルコ国では既に議論されているため、展示物の保護工と共に、
特に災害時には博物館として来館者の保護も必要であること等の説明を行った。博物館として、災害が起き
た場合の危機管理のみならず、災害発生前や災害発生後のリスク管理が重要であり、そのためには博物館の
周りの地理的状況や社会状況に併せた防災計画を事前に策定しておくことが、被害を最小に抑えるためには
必要であることを強調した。 
参加者にとって、博物館においても事前に防災計画を策定する必要性があるということを聞いたのは初め
てのケースだったようで、このセミナーを契機に各博物館での防災計画書の検討が始まることを期待してい
る。 
また日本から持参していた家具固定用の耐震ジェルマットや、来館者等に配布する生活防水仕様の緊急対
図 6．「文化財保護と災害」セミナ
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guidelines）が出発点であり、その後に様々な法案が制定されてきた。特に重要なものとして、法律7126号
（市民防衛法：Civil Protection Law）、法律4123号（自然災害の救済実施法：Law on Executing Services 
relating to damage due to Natural Disasters）がある。 
法律5902号により2009年に設立されたAFADは、これらの防災関連3法を整理･統合し、日本の災害対策基
本法にあたる「災害対策および緊急対応法案：Draft Law on Disaster and Emergency Services」を策定中であり、
各分野で乱立していた災害対策を一本化しようとしているところである。 
 
(2) 防災計画 
上述の防災関連法に基づき、各種の防災関連計画が策定されることになっているが、図4に示すとおり、
中央政府レベルにおいても基本的な防災計画が準備されていない状況であり、早急な制定が必要とされてい
る。いわゆる災害マネジメントサイクルの「応急対応」のみが策定済みであるが、その他の「被害抑止」
「被害軽減」「復旧･復興」サイクルについては、まだこれから検討する段階である。 
地方自治体レベルにおいでも同じ状況であり、8県で「県対応計画」を策定しているに留まっており、今
後の展開が待たれている。 
これは多分に、AFADが元々災害後の捜索･救助を中心として活動してきた「市民防衛総局：GDCD」から
派生した組織であること、さらに歴史的･地理的状況から市民保護に優先順位がおかれているためと想像で
きる。 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
５．文化遺産保護･防災への取り組み 
 
(1) 第10次国家開発計画（2014－2019）における文化財保護 
第10次国家開発計画（2014－2019）では、それまでの国家開発計画では記載の無かった「災害管理」とい
う項目を作り、中央政府レベルにおける災害管理に向けた目標･方針を掲げている。 
さらに「文化･芸術」の項目では、具体的に文化遺産保護に力を入れる旨の記載が多く見られる。今後の
方針の一つとして、以下のような表現も見られ、地震災害に対する文化財保護と文化財観光を結びつけた政
策が進められるものと思われる。 
 歴史、文化、美学の意識を向上させ、文化観光に貢献し、さらに災害リスクを常に考慮するような
方法により、トルコ国内外の文化財遺産を保護する。 
 
(2) 国家地震戦略および行動計画（2012－2023）における文化財保護 
AFADが2012年に発表した地震に特化した行動計画である国家地震戦略および行動計画（2012－2023）に
おいても、文化観光省が中心となり文化財保護活動を実施すると共に、その進捗をAFADがモニタリングす
るという体制が整えられた。 
図 4．トルコ国の防災関連法と防災計画の現状 図 5．災害管理サイクル 
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応ポケットブックについては、参加者が非常に興味を持ったようで、セミナー終了後も質問が相次いだ。 
 
(3) イスタンブール市役所 Dr. Alpaslan Hamdi Kuzucuoğlu 氏 
イスタンブール市役所に労働安全衛生環境専門家として勤務する同氏が、「トルコと日本における文化遺
産保護のためのリスク検討事項」と題して、一般的なリスクの考え方、地震によって引き起こされる建物被
害等の二次的被害とは、災害管理サイクルについての考え方等についてのプレゼンテーションを行った。 
また日本の美術館等で実際に活用されている免震展示装置の詳しい説明や、文化財管理機関と地元自主防
災組織や消防団等との協力により行われている防災訓練の紹介、日本の神社仏閣に一般的に備え付けられて
いる放水銃等の防火システムについてのトルコでの活用
について力説し、参加者からの質問も多かった。 
 
７．総括 
 
トルコ国における災害管理はまだ始まったばかりであ
り、これから制度、法律、各種防災計画も整備されてい
く状況である。 
一方、いくら科学が進歩した現代でも、地震をはじめ
とする自然災害や人為災害は、いつトルコ国内で発生す
るか誰も予想することは出来ない。トルコ国民の生命や
国土を、それらの災害から守ることはトルコ国政府の第
一優先であることは間違いないが、同時にトルコ国内に
残る世界遺産を、災害から少しでも被害を軽減することもトルコ国政府の責任である。 
今回のようなセミナーを通して、担当の文化観光省だけでなく他の関係機関の職員も、ハード面だけでな
くソフト面でも防災対策の必要性について考えてもらう一助になればと思う。 
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